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１ 居住支援に係る広島県の現状

○ 市町（全２３市町）

・政令市…広島市（約１２０万人）

・中核市…福山市（約４６万人）

呉市（約２１万人）

○ 人口

約２７９万人（全国１２位）

（令和２年国勢調査）

（令和２年国勢調査）



１ 居住支援に係る広島県の現状

空き家率総世帯数住宅総数

15.1%1,215千戸1,432千戸
（平成30年住宅・土地統計調査）

借家率給与住宅民営借家公的借家持家

37.6%
41,862千戸

（3.5%）
373,113千戸

（31.0%）
37,742千戸

（3.1%）
749,593千戸

（62.4%）
（令和２年国勢調査）
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１ 居住支援に係る広島県の現状

○基本理念

○目指す姿

将来にわたって、「広島に生まれ、育ち、住み、働いて良かった」と
心から思える広島県の実現

県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により、夢や希望に「挑戦」
～仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれのよくばりなライフスタイルの実現～



１ 居住支援に係る広島県の現状

目標６ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備

(イ) 福祉施策と一体になった住宅確保要配慮者の入居・生活支援
ａ 広島県居住支援協議会を通じた福祉施策等との連携

◇ 広島県居住支援協議会において、県及び各市町の高齢者、障害者、低額所得
者、子育て世帯、外国人、保護観察対象者等の様々な部局間の連携を強化し、
住宅確保要配慮者の居住の安定の確保に取り組みます。

◇ 住宅の確保の際に重要な役割を果たしている不動産関係事業団体との連携を
図り、住宅確保要配慮者の入居の仲介や支援、賃貸人への啓発活動等に取り組
みます。

ｂ 市町における居住支援協議会の設立や居住支援法人の増加等の更なる
居住支援体制の充実
◇ 地域のニーズに応じた居住支援を実施していくため、市町における居住支援

協議会の設立に取り組みます。
◇ 多様なニーズに応じた居住支援を実施していくため、市町や関係団体等に普

及啓発を行い、県が指定する居住支援法人の増加に取り組みます。

目 標 値現 状 値項 目

86.0％（R12）42.9％（R2）
居住支援協議会を設立した
市町の人口カバー率

１ 居住支援に係る広島県の現状
○住生活基本計画（広島県計画） ※令和４年策定



○ 居住支援協議会

○ 居住支援法人

23法人（R6.1.19時点）

１ 居住支援に係る広島県の現状

設立年度自治体名

平成25年度広 島 県

平成30年度広 島 市

令和４年度廿日市市

○賃貸住宅供給促進計画

令和４年９月１日策定

○SN住宅

3,630棟 24,076戸（R6.1.9時点）



２ 広島県居住支援協議会の活動内容

○ 市町居住支援協議会設立に向けた取組

○ 居住支援体制の構築に向けた検討部会の開催
・R３～「外国人検討部会」として、課題の洗い出し、対応策を協議

→アウトプットとして、

「大家・不動産事業者向け 外国人入居者受入れセミナー」を開催。



２ 広島県居住支援協議会の活動内容

○ 居住支援や賃貸住宅市場の動向等に関する講演会
→日管協と共催し「賃貸住宅の住環境向上セミナー」を開催。

居住支援の現状周知や、県協議会の取組紹介等を行っている。

○住宅確保要配慮者に対する居住支援制度の普及啓発

（パンフレットの改定、配布） 等



○市の関係者を集めた「意見交換会」の開催
✓ 市（住宅・福祉部局）、不動産関係団体、居住支援団体等が連携する場を、

県居住支援協議会事業として開催。

３ これまでの取組（市町居住支援協議会設立）

○廿日市市におけるこれまでの取組
取組内容年度

居住支援協議会設立を見据え、市の入居支援の在り方について意見交換令和元年
（１回）

一般的な住宅確保要配慮者である、高齢者の入居支援について意見交換
・市内の不動産事業者に対するヒアリング
・市内で提供されている高齢者見守りサービスの情報共有
・他市（京都市）先進事例のヒアリング
・高齢者の見守りサービスの在り方に関する検討・意見交換等

令和２・３年
（４回）

・伴走PJの講師の講演を通し「協議会はなかまづくりの場」の考えを共有
・グループワークを通し、設立に向け連携の在り方を模擬体験

令和４年（２回)

平成29年度…福山市

令和元年度…福山市、廿日市市

令和2～4年度…廿日市市

・ 福祉の支援体制が充実
(重層的支援体制の整備等)

・ 住宅部局、福祉部局が
連携できている

廿日市市



○市町における課題

・マンパワーの不足

・協議会設立の必要性が見えていない

✓ 具体的な問題が見えておらず、居住支援の相談もなんとなく解決できている等、

課題意識や主体性を持てていない。

✓ 住宅部局は、「業務の中心は公営住宅行政だ」という意識が強い。

・重層的支援体制整備事業等の福祉の取組との関係性・位置づけが整理

できていない

✓ 【参考】重層的支援体制整備事業実施市町（R5年時点）

呉市・三原市・東広島市・廿日市市

４ 市町居住支援協議会設立促進にあたっての課題



４ 市町居住支援協議会設立促進にあたっての課題

○県における課題

・マンパワーの不足

✓ 住宅SN法に係る担当者は１名。

✓ 多数の関係者の調整が必要な市町居住支援協議会設立のための取組を

複数市町で同時並行的に取り組んでいくことは困難。

・ノウハウの不足

✓ 市町居住支援協議会の設立の必要性について、市町を納得させられるだけの

経験や知識を持っていない。



５ 廿日市市における取組内容

ｃ令和元年

取組の方向性

「居住支援」を切り口とした連携方法の模索、「プラットフォーム」構築

取組メンバー

市、市社協、県 + 各回の趣旨に沿ったゲスト

○意見交換会（12月）

内容 ：高齢者等への住宅あっせんの実態についてヒアリング

・高齢者や生活保護受給者からの相談への対応

・緊急連絡先や身元引受人がいない場合の対応 など

出席者：不動産団体１団体、不動産事業者２社，

サ高住事業者１社



ｃ令和２年（計２回）

○第１回（11月）
出席者：市包括協定先企業３、不動産事業者１

サ高住事業者１

○第２回（１月）

・各関係機関の相談窓口における高齢者の住宅確保に関する現状・課題の確認

→高齢者の入居制限、孤独死、家賃債務保証の難しさ など

サ高住においては、低額所得者へのサービス展開が課題

・行政、民間が行う、既存の見守りサービスの内容・状況について確認

→既存のサービスを利用し、オール廿日市での見守り実施の可能性を模索

５ 廿日市市における取組内容

出席者：家賃債務保証事業者１、不動産事業者１

・家賃債務保証事業の実態について、事業者からヒアリングを実施（前回の意見
交換会で、不動産業者から10人中9人審査に通らないという現状があるとの意見を
受けて。）

・賃貸物件への要配慮者の受入れについて、通常の賃貸では受入れ困難な要配慮
者を積極的に受け入れている市外の不動産事業に受入れ実態やノウハウについて
ヒアリングを実施。



ｃ令和３年（計２回）

○第１回（10月）

・居住支援プラットフォームの参考事例【京都市高齢者住まい生活支援事業】

社会福祉法人や不動産事業者の協力が得られる地区において、賃貸住宅入居時
に当該法人等と支援契約を結び、週１回程度の見守り支援を実施することにより、
大家の不安やリスクを軽減し、高齢者の受入れに理解を図る事業。

・市内の不動産事業者に対して行ったアンケート結果の報告

○第２回（12月）

・包括支援センターと市住宅政策課の連携事例について報告

従来の公営住宅管理的視点では起こり得なかった支援を実施した。

・廿日市市の高齢者の見守りのあり方について意見交換

市内で運用されている官民の見守りサービスの一覧表

県外でAIを活用した見守りサービスを運用している不動産事業者（R65）からヒアリング

➡次年度以降に京都式の見守り等、何らかの取組をスモールスタートする方向で
検討していくこととした。

５ 廿日市市における取組内容

出席者：不動産事業者３

出席者：京都市関係課等、社会福祉法人２



ｃ

ｃ令和３年～ 居住支援法人の指定数増加

○ 令和３年度以降、居住支援法人の指定数が大幅増加。

要因

居住支援に関する周知活動の成果？

法人同士の横のつながり

５ 廿日市市における取組内容

+10

+7

令和３年３月時点… ４団体

令和４年３月時点… 14団体

令和５年３月時点… 21団体

指定数の推移



ｃ

伴走支援を受けるに至った経緯

○廿日市市の状況

過去５回の取組で、連携の基礎はできているにも関わらず、

設立に向けたあと一歩が踏み出せない。

✓ 見守りサービスの実装について、具体的な動き方が見えていない。

「議協会を設立するなら具体的な成果（＝何らかの事業・プラットフォーム）を作らなければ…」との考え

✓ 居住支援法人との連携強化を図りたいが、

具体的な方法が分からない。

○ 県としても、市の課題意識にどう寄り添うのが適切か模索する状態

➡ 国交省「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」の

「都道府県型」に応募・採択

５ 廿日市市における取組内容



○廿日市市住宅部局との協議（協議会設立の意義を認識)(８月）

・「居住支援協議会とは」（かながわ住まいまちづくり協会 入原氏より）

「居住支援協議会は、『居住支援』を共通言語にした、なかまづくりの場」

「困った時に集まれる場所をつくる」

「廿日市市において開催している意見交換会は、すでに居住支援協議会。

今後も引き続いて開催していくための協議会設立である」

「いつか、誰か（どこか）が、腹をくくる！」

→ 市の住宅政策課が「腹をくくる」きっかけに！

鎌倉市居住支援協議会の事務局をされているご経験をもとに、伝えていただいた。

５ 廿日市市における取組内容



○廿日市市の今後の居住支援体制に関する意見交換会

（不動産関係団体より）
「現場サイドのレベルに落とし込んだ、

話し合いの場を持てると居住支援に繋がるのでは」
（市福祉部局より）
「福祉の支援が必要な人に対して、具体の支援メニュー作りに着手して

いきたい。その為には、不動産関係団体や、居住支援法人と連携していく
必要があるので、協議会には期待したい。」

・基調講演（かながわ住まいまちづくり協会 入原氏）

「居住支援協議会は、なかまづくりの場」

「できることを持ち寄り、それぞれの負担を減らす」

→ 協議会設立に向けた、関係者の機運が高まった！

参加団体：市（住宅部局、福祉部局）、福祉関係団体、居住支援法人、不動産関係団体等

（第１回）

（１０月）

●成果（意見交換で得られた意見）

５ 廿日市市における取組内容



○廿日市市の今後の居住支援体制に関する意見交換会

・グループワーク

ファシリテーター：伴走支援チーム（高齢者住宅財団）

・協議会設立後のシュミレーションとして、

現場で活躍されている方の顔合わせの場を兼ね開催。

・テーマ「障害特性のある方」「高齢者の方」 ２ケース

●成果（認識できたこと）

✓ 市の有している資源（強み）を共有

✓ 制度の隙間を埋めている支援の脆弱性を認識

（現在行えている支援が属人的に成り立っていること等）

→来年度以降の協議会活動において仕組みづくりを検討

（第２回）

（１月）

→ 関係者に対し、協議会設立を宣言！

５ 廿日市市における取組内容



５ 廿日市市における取組内容



○廿日市市居住支援協議会 設立総会（令和４年３月８日）

【第１部】総会

【第２部】基調講演会

●「居住支援に関する国の取組について」（国交省 安心居住推進課）

●「廿日市市居住支援協議会について」 （廿日市市）

●基調講演 （NPO法人抱僕 奥田理事長）

会員・事務局紹介、会則制定、会長・副会長の選出

団体名区分

２団体不動産関係団体

４団体居住支援法人

４団体福祉関係団体

１団体居住支援関係団体

住宅政策課 ・ 福祉関係課８課廿日市市

５ 廿日市市における取組内容



○廿日市市居住支援協議会 設立総会（令和４年３月８日）

５ 廿日市市における取組内容



市
住宅
部局

市
福祉

関係課

市
社協

市
住宅
部局

Before

After

福祉
関係
団体

重層的支援体制
整備事業

重層的支援体制
整備事業

居住支援協議会

●連携方法の変化

「つなぐシート」

を利用

不動
産

関係
団体

居住
支援
法人

司法
書士会

福祉関係団体

市
福祉

関係課

市社協

５ 廿日市市における取組内容



○居住支援法人・居住支援団体同士の意見交換会（１月）

６ その他の取組（居住支援法人の連携強化）

・基調講演（NPO法人やどかりサポート鹿児島 芝田理事長）

居住支援法人の連携の必要性について、鹿児島の例などを用いたご講演

●成果

▷ 地域単位での連携の必要性を訴えることができた。

✓ 法人からも、「法人間の連携を図るいい機会であった」旨の感想を得られた

▷ 市町を含めた行政との連携の必要性を、居住支援法人に印象づける

ことができた。

✓「我々居住支援法人の声を行政に意思表明する場を設けたい」旨の発言があった

▷ 視聴した市町（４市町）に、連携の必要性について意識づけた

・グループワーク （ファシリテーター：芝田理事長）

実際の事例を用いてグループワークを実施。

▻ 事例：「高齢単身女性の転居について」



○他市町への効果の波及

・中核市を中心に、協議会設立の意義や必要性について協議

✓ 意見交換の機会を、県協議会にてセッティングしていく等、

関係者同士がつながる場を設ける。

居住支援協議会は継続的に居住支援を行っていくための

「仲間づくりの場である」という考え方を広めていく。

○廿日市市居住支援協議会との連携

・「設立して終わり」でなく、引き続き 県居住支援協議会として連携

７ 今後の取組方針



 呉市について

（図の出典：厚生労働省HPより～呉市「重層的支援体制整備をめざして」）

８ 令和５年度の取組（呉市）



○呉市の今後の居住支援体制に関する意見交換会

・前半（居住支援の現場に携わる各部局より）

➡支援に苦慮している様子を伺うことができた。

家族関係が希薄で保証人がいない、

複合的に課題を抱えている方が多い（高齢の障害者等）…

★成果

普段業務での課題や、各団体の持つ資源を関係者全員で共有できた。

★今後

協議会という形で「なかまづくり」をすれば、課題解決ができるのでは？

という意識づけに向けた取組（グループワーク等）

参加団体 ： 市（住宅部局、福祉部局）、福祉関係団体、居住支援法人、不動産関係団体等

（第１回 １０月）

・後半（居住支援法人、不動産関係団体）

➡それぞれの団体が持つ支援策、強みなどについて紹介。

見守りサービス、外国人入居への重点的な取組など

➡連携のメリットについて紹介。（廿日市市住宅政策課、はつかいち生活支援センター）

８ 令和５年度の取組（呉市）



「腹をくくった」廿日市市 住宅政策課の方々

皆様のご尽力に、心より感謝申し上げます。



ぜひ広島へお越しください



ご清聴ありがとうございました。


